
枚方市下水道総合地震対策計画（その２） 

（第２回変更） 

 

 

（様式１） 
 １．対象地区の概要 
 
    ①地理的状況 
    

 枚方市（以下、本市という）は、DID 地区を有する都市であり、大阪市と京都市
のほぼ中間にあたる大阪府北東部、大阪市から京都市に向って約 20km の淀川左岸
に位置し、京阪神の交通の要衝となっている。 

また、本市は、「南海トラフ地震動に係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法」に基づく、「南海トラフ地震防災対策推進地域」にも指定されている。 

 

  

  

 
 
    ②下水道施設の配置状況 
    

 枚方市公共下水道は、「淀川左岸流域関連公共下水道」及び「寝屋川北部流域
関連公共下水道」として整備し、汚水人口普及率が 2017(平成 29)年度末には 96.
6％となっている。市域 6,512ha の内 5,228ha（淀川左岸流域関連公共下水道 4,56
0ha、寝屋川北部流域関連公共下水道 668ha）を下水道の計画区域と定め、汚水と
雨水を分けて排除する分流式下水道の整備を進めている。 

下水道管路延長は 2017(平成 29)年度末で汚水管路が約 975km、雨水管路が約 50
9km、水路が約 200km である。また、汚水ポンプ場が 2 箇所、雨水ポンプ場が 9 箇
所設置されている。 

本市では、下水道施設の耐震対策の方針を 2000(平成 12)年度に定め、2001(平
成 13)年度以降は、施設の重要度に応じ耐震レベルを定め、整備を行っている。 

 

  

  
 
 
 
２．対象地区の選定理由 
 
    ①地域防災計画等の上位計画の内容 
 

 枚方市地域防災計画は、災害対策基本法（1961(昭和 36)年 法律第 223 号）第 4
2 条（市町村地域防災計画）及び南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関す
る特別措置法（2002(平成 14) 年 法律第 92 号）第 5 条（推進計画）の規定に基
づき、災害時における住民の生命、身体及び財産を保護するとともに、災害によ
る被害を軽減するための市域に係る災害予防、災害応急対策、災害復旧等に関し、
市及び防災関係機関が処理すべき事務又は業務の大綱等を定めることにより、防
災活動の総合的かつ計画的な推進を図ることを目的としている。 

 

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
    ②地形・土質条件 
 

 本市は、淀川の左岸、生駒山地の北部にのびる枚方丘陵上にあり、山間部から
船橋川、穂谷川、天野川がそれぞれ南東から北西に流下して淀川に注いでいる。 

地形的には、東部の標高 100ｍ以上の生駒山地延長部、それに続く 50～100ｍの
山麓地帯・谷口扇状地、中央部の 20～50ｍの沖積層丘陵・台地、20ｍ以下の淀川
低地帯をなす沖積平野の各地区に分けられる。 

市域の地質は、低地の大部分は未固結の沖積層からなり、地震時に液状化が起
こることが懸念される。台地には段丘堆積物が分布し、丘陵地は大阪層群上部層
と下部層から構成され、東部の山地は領家複合岩類から構成されており、地震時
に液状化は起こりにくいとされている。 

 

  

  
 
 
    ③過去の地震記録 
 

 市域に影響を与えた大規模な地震としては、最近では兵庫県南部地震（1995(平
成 7)年 1 月）によるものがあるが、その後は、顕著な被害を受けていない。 

ただし、過去に府域では、紀伊半島沖を震源とするマグニチュード 8 クラスの
巨大地震（887 年、1361 年、1707 年、1854 年、1891 年、1944 年、1946 年）、畿
内に震源をもつマグニチュード７クラスの地震（1510 年、1596 年、1662 年、189
9 年、1927 年、1955 年）、濃尾地震（1891 年）などの地震が発生し、市域でも少
なからず影響を受けたと推定される。 

2018 年 6 月大阪北部を震源とする地震が発生し、観測史上初の震度 6 弱を観測
したが、管路施設にほとんど被害は確認されず、ポンプ場についてもクラックが
数箇所確認された程度であった。 

 

  

  
 
 
    ④道路・鉄道の状況 
 

 本市の中央部を南北に縦断する国道 1 号の他、国道 170 号、307 号、168 号、第
二京阪道路及び主要地方道枚方茨木線、杉田口禁野線、枚方藤阪線（山田池公園
～国道田口南）、京都守口線が広域緊急交通路に位置づけられており、主要地方
道枚方交野寝屋川線の他 14 路線が地域緊急交通路として位置づけられている。ま
た、鉄道（京阪本線及び交野線、ＪＲ学研都市線）、河川（船橋川、穂谷川、天
野川）が存在するため、災害時の機能確保が必要であり、管渠の耐震対策が求め
られる。 

 

  

  
 
 
    ⑤防災拠点・避難地・要配慮者関連施設・感染症拠点病院・災害拠点病院の状況 
 

 大阪府で指定している広域防災拠点や本市で指定している防災拠点・避難地・
避難所・災害拠点病院など多数存在し、災害時の流下機能確保が必要である。 

また、本市では、地域防災センター（輝きプラザきらら）を最重要防災拠点と
定めている。 

 

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 



 
    ⑥対象地区に配置された下水道施設の耐震化状況 
 

 枚方市公共下水道の施設は、1958（昭和 33）年の香里処理場（現在は廃止）供
用開始より 60 年が経過し、老朽化した施設が多数存在する。また、それらの施設
は所定の耐震性能を保持していない施設が多数存在するため、緊急的な地震対策
（耐震診断・補強）が必要な状況であった。 

また、ポンプ施設においても、古いものでは、50年以上経過している施設もあ
り、耐震化が必要な状況であった。 

このような状況を踏まえて、本市では、下水道施設の耐震対策の方針を 2000（平
成 12）年度に定め、2001（平成 13）年度以降は、施設の重要度に応じ耐震レベル
を定めて、新規に整備する下水道施設では耐震化に取り組んできた。 

また、耐震性能を保持していない既往施設についても、2008（平成 20）年度に
は「枚方市下水道地震対策緊急整備計画」を策定し、管路施設では、最重要防災
拠点である地域防災センター（輝きプラザきらら）から淀川左岸流域下水道まで
の流下系統（L=約 2.5km）のうち、耐震化が必要とされた 0.8km の耐震化整備を完
了している。汚水ポンプ施設においては、2009（平成 21）年度に出口汚水中継ポ
ンプ場、長尾家具町汚水中継ポンプ場の耐震診断を実施している。 

その後、2013（平成 25）年度には「下水道総合地震対策計画」を策定し、管路
施設では、総合的な評価から最もリスクの高い路線（L=約 1.4km）の調査・診断を
実施している。また、汚水中継ポンプ場については、既に実施している調査・診
断結果より建築構造物及び建築設備等の耐震化整備を完了している。 

 

  

  

 
 
    ⑦実施要綱に示した地区要件の該当状況 
 

 
本市は、DID 地区及び南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措

置法に基づく南海トラフ地震防災対策推進地域である。 

 

  

  
 
 
 
３．計画目標 
 
    ①対象とする地震動 
 

 下記の地震動を重ね合わせ、地点ごとの最大震度階級及び液状化危険度（PL 値）
を震度階級及び液状化危険度とした。 

○大阪府自然災害総合防災対策検討委員会で検討されている 6 地震動 
    ・上町断層帯Ａ（北側） 
    ・上町断層帯Ｂ（南側） 
   ・生駒断層帯         ：最大震度 5.5 ～ 6.6    
    ・有馬高槻断層帯 
    ・中央構造線断層帯 
    ・東南海・南海地震 
○大阪府で検討された南海トラフ巨大地震 
    ・南海トラフ巨大地震 ：最大震度 5.4 ～ 5.9 

 

  

  
 
 
 
 
 



 
  ②本計画で付与する耐震性能 
   

 上記の地震動が発生した場合でも生命を守る、流下能力・揚排水機能を確保する。 
■管路施設 
・レベル 1※地震動に対して、「重要な幹線等」・「その他の管路」とも、設

計流下能力を確保。 
・レベル 2※地震動に対して、「重要な幹線等」について流下機能を確保し、

震災時においても処理場・ポンプ場への下水の収集が可能。 
■ポンプ場等 
・レベル 1 地震動に対して、構造物に損傷が生じず、本来の機能確保を原則。

処理場においては揚排水機能、高級処理機能、汚泥処理機能を確保、ポンプ
場においては揚排水機能を確保。 

・レベル 2 地震動に対して、ある程度の構造物の損傷は許容。構造物全体とし
ての破壊を防ぎ、一時的な停止はあっても復旧に時間を要しない構造・機能
を確保。 

 
※レベル 1地震動：施設の供用期間内に 1～2 度発生する地震動 

 レベル 2地震動：施設の供用期間内に発生する確率は低いが大きな強度を有する地震動 

 

  

  
 
  備考）２．を踏まえ、対象とする地震動と施設に付与する耐震性能を具体的に記述 
 
 
 
４．計画期間 
 

 

平成 31 年度～令和５年度（5 箇年） 

 

 
 

 

  



 
５．防災対策の概要 
 

 ○管路施設（重要な幹線等）の耐震化 
＜耐震診断・管路調査＞ 
◇汚水管渠 
・河川横断する路線                ：約 0.006km 
・軌道横断する路線                ：約 0.027km 
・広域緊急交通路の車道部に埋設される路線     ：約 0.047km 
・防災拠点、避難所の排水を受ける路線       ：約 1.376km 
◇雨水管渠 
・軌道横断する路線                ：約 0.074km 
・広域緊急交通路の車道部に埋設される路線     ：約 0.017km 
                        計 ：約 1.546km 
＜管路施設の耐震化（管更生工法）＞ 
◇汚水管路 
・既に実施済の管路調査・診断結果から耐震化が必要な路線：約 0.111km 
・管路調査・診断結果から耐震化が必要な路線    ：約 0.582km 
◇雨水管路 
・管路調査・診断結果から耐震化が必要な路線    ：約 0.036km 
2008(平成 20)年 下水道地震対策緊急整備計画の対策実施率を参照 

                        計 ：約 0.729km 
＜管渠とマンホールの継手補強（可とう性継ぎ手工）＞ 
◇汚水管路 
・管路調査・診断結果から耐震化が必要な路線    ：約 25 箇所 
◇雨水管路 
・管路調査・診断結果から耐震化が必要な路線    ：約 3 箇所 
2008(平成 20)年下水道地震対策緊急整備計画の対策実施率を参照 

                        計 ：約 28 箇所 
＜マンホール浮上対策＞ 
◇汚水管路 
・管路調査・診断結果から耐震化が必要な路線    ：約 6 箇所 
◇雨水管路 
・管路調査・診断結果から耐震化が必要な路線    ：約 1 箇所 
2008(平成 20)年下水道地震対策緊急整備計画の対策実施率を参照 

                        計 ：約 7 箇所 
＜簡易診断＞ 
◇汚水管路 
・本事業で整備が実施されない重要路線       ：約 121km 
◇雨水管路 
・本事業で整備が実施されない重要路線       ：約  36km 
                        計 ：約 157km 

 

  

  



 
 ○ポンプ場の耐震化 

＜耐震診断（土木・建築）＞ 
◇汚水調整槽 
・倒壊等により重大な影響を与える施設の耐震診断  ：北部調整槽 
 （必要に応じ、実施設計・補強工事の実施） 
 
◇雨水ポンプ場 
・倒壊等により重大な影響を与える施設の耐震診断  ：藤本川ポンプ場 
                          犬田川ポンプ場 
                          黒田川ポンプ場 
                          蹉跎ポンプ場 
 （必要に応じ、実施設計・補強工事の実施） 
 
＜耐震補強等（土木・建築）＞ 
◇汚水ポンプ場 
・出口汚水中継ポンプ場の場内マンホールの耐震補強 ：１基 
 
◇雨水ポンプ場 
・倒壊等により重大な影響を与える施設の耐震補強  ：藤本川ポンプ場 

安居川ポンプ場 
                          溝谷川ポンプ場 
                          犬田川ポンプ場 
                          黒田川ポンプ場 
                          北部ポンプ場 
                          蹉跎ポンプ場 

 

  

  

 
 
 
６．減災対策の概要 
 

 ○地震時における運用計画 
 ・早急な復旧を行うための計画等を策定していく。 
 ・可搬式ポンプや仮設配管等の応急復旧用資材の備蓄・調達方法を検討してい
く。 
 ・関係部局、他の地方公共団体と連携した簡易トイレ調達方法を検討していく。 
 
○ソフト対策 
 ・住民と協働した減災対策を効果的に実施するため、必要に応じた防災マップ
の更新、簡易トイレの設置状況等の情報を伝達していく。 
 ・実践的な防災訓練の実施を行っていく。 

 

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
７．計画の実施効果 
 

 大阪府域で発生する可能性がある 6 地震動（最大震度 7）に対し、下水道の流下
機能を確保できる。 

対象路線には地域防災拠点、広域避難所等からの排水管、広域緊急交通路車道
部への埋設管、軌道敷設管、河川横断管であり、耐震化を行うことで被災時にト
イレの使用が可能となること、交通機能の確保により、救援・救護に支障をきた
さない効果が期待できる。 

耐震対策実施により期待される効果を下表に示す。 

 

  

  
 

 
表 耐震化実施により期待できる効果 

工 種 

耐震･減災 
対策内容 

期待される効果 

備  考 

公
衆
衛
生
の
保
全 

ト
イ
レ
の
使
用
の
確
保 

応
急
対
策
活
動
の
確
保 

人
命
の
保
護 

管路施設 

① 耐震診断 ○ ○ ○     

② 河川横断部の管路の補強 ○ ○       

③ 広域緊急交通路車道部の管路の補強 ○ ○ ○ ○   

④ 耐震性を有する管きょ更生 ○ ○ ○     

⑤ 既設人孔の耐震対応（可とう継ぎ手工） ○ ○ ○     

⑥ 
管きょまたはマンホールの浮き上がり対

策 
○ ○ ○    

⑦ 可搬式ポンプの備蓄・調達方法の確保 ○ ○ ○   備蓄・調達方法の検討 

ポンプ施設 

① 耐震診断 ○ ○ ○   

② 耐震補強 ○ ○ ○   

③ 可搬式ポンプの備蓄・調達方法の確保 ○ ○ ○  備蓄・調達方法の検討 

その他施設 
① 

住民と協働した減災対策を効果的に 

実施するための情報伝達 
    ○     

② 実践的な防災訓練の実施     ○ ○   

 

  備考）被害低減額、耐震化率等の実施効果を具体的に記載し、定性的な効果も可能な限り
記述 

 
  備考）資料提出にあたっては耐震対策の優先順位を設定した根拠及び耐震対策毎の効果に

ついて整理した資料を添付 
 
 
 
 
 



 
８．下水道 BCP 策定状況 

・   有  （平成 28 年 3 月 1 日策定済み） 
・ 策定予定  （令和○年○月末策定予定） 
備考）該当部分を○で囲み、策定日又は策定予定日（計画期間内に限る）を記述 



 
（様式２） 

市町村名 
(都道府県名) 

枚方市 
（大阪府） 

計画対象面積 5,228 ヘクタール 

緊急に実施すべき対策 
(整備概要) 
 

（管路施設） 
①管路調査・診断 

・簡易診断 L=約1.5km 
・詳細診断 L=約1.2km 

 
②管路と管路の継手部の耐震化（管更生工法） 

・L=約0.7km 
 
③管渠とマンホールの継手補強（可とう性継ぎ手工） 

・約28基  
 
④マンホール浮上対策 

・約7基 
 
⑤簡易診断（優先度code5～10の路線） 

・L=約157km 
 
（ポンプ施設） 
①出口汚水中継ポンプ場 

・場内マンホール耐震補強 
 
②汚水調整槽 
  ・耐震診断 北部調整槽 
 
③雨水ポンプ場 

・耐震診断 藤本川ポンプ場 
      犬田川ポンプ場 
      黒田川ポンプ場 
      蹉跎ポンプ場 

  ・耐震補強 藤本川ポンプ場 
        安居川ポンプ場 

溝谷川ポンプ場 
        犬田川ポンプ場 
        黒田川ポンプ場 
        北部ポンプ場 
        蹉跎ポンプ場 
 
（その他施設） 
 なし 
 

備考 計画期間内に耐震化・整備する全ての施設の概要を具体的に記入する。 

 
 
 
 
 
 



管  渠  調  書  

管渠の名称  

処理区  
排水区

の  
名称  

合流・ 
汚水・ 
雨水・ 
の別  

主要な管渠  
内法寸法  

（ミリメートル） 

耐震化対象  
延 長  

（メートル） 

事業内容  
（耐震化工法）  

概算事業

費  
(百万円) 

工期  備考  

淀川左岸流域関

連公共下水道  
楠葉  汚水  500、700 111 管更生工法  20 

R2- 
R5 

リスクの

高い路線  

〃  
枚方  
北部  

〃  350～400 80 管路調査・診断  1 H31 

 
緊急輸送

路下  
軌道横断  
河川横断  

〃  〃  〃  〃  〃  管更生工法  5 
R2- 
R5 

〃  

〃  〃  〃  〃  〃  
管渠とマンホー

ルの継手補強  
1 

R3- 
R5 

〃  
マンホー

ル１基  

〃  〃  〃  〃  〃  
マンホール浮上

防止工  
1 R5 

〃  
マンホー

ル１基  

〃  
牧野  
長尾  

〃  1000～1200 1,376 管路調査・診断  22 H31 

防災拠点

からの排

水を３箇

所以上受

け持つ管

路  

〃  〃  〃  〃  〃  
管更生工法  

 
250 

R2- 
R5 

〃  

〃  〃  〃  〃  〃  
管渠とマンホー

ルの継手補強  
24 

R3- 
R5 

〃  
マンホー

ル 24 基  

〃  〃  〃  〃  〃  
マンホール浮上

防止工  
6 R5 

〃  
マンホー

ル 5 基  

〃  楠葉  雨水  900 49 管路調査・診断  4 H31 軌道横断  

〃  〃  〃  〃  〃  管更生工法  9 
R2- 
R5 

〃  

〃  〃  〃  〃  〃  
管渠とマンホー

ルの継手補強  
1 

R2- 
R5 

〃  
マンホー

ル１基  

〃  〃  〃  〃  〃  
マンホール浮上

防止工  
0.7 R5 

〃  
マンホー

ル１基  

〃  穂谷川  〃  800 17 管路調査・診断  2 R5 
緊急輸送

路下  

〃  〃  〃  〃  〃  管更生工法  2 
R2- 
R5 

〃  



管  渠  調  書  

管渠の名称  

処理区  
排水区

の  
名称  

合流・ 
汚水・ 
雨水・ 
の別  

主要な管渠  
内法寸法  

（ミリメート

ル）  

耐震化対象  
延 長  

（メート

ル）  

事業内容  
（耐震化工法）  

概算  
事業費  

(百万円) 
工期  備考  

〃  〃  〃  〃  〃  
管渠とマンホー

ルの継手補強  
1 

R2- 
R5 

〃  
マンホー

ル１基  

〃  〃  〃  〃  〃  
マンホール浮上

防止工  
0.2 R5 〃  

寝屋川北部流域

関連公共下水道  
蹉跎  〃  〼2500×3000 25 管路調査・診断  2 H31 軌道横断  

〃  〃  〃  〃  〃  管更生工法  21 
R2- 
R5 

〃  

〃  〃  〃  〃  〃  
管渠とマンホー

ルの継手補強  
4 

R3- 
R5 

〃  
マンホー

ル１基  

〃  〃  〃  〃  〃  
マンホール浮上

防止工  
0.1 R5 〃  

上記以外の重要な幹線等  
（優先度 code5～10）  

汚水  ー  120,764 簡易診断  10 R2 ー  

上記以外の重要な幹線等  
（優先度 code5～10）  

雨水  ー  35,814 簡易診断  8 R2 ー  

計     395  

 備考 
１ 耐震化事業を実施する管渠を記入する。 
２ 事業内容は「管更生工法」「可とう管化」等を記入する。 
３ マンホールの浮上防止対策についても本調書に記入し、備考欄に対象マンホール数を記入する。 
４ 備考欄には、地震対策上の位置付けを記入する。 

 



 

ポンプ施設調書 

ポンプ施設名称 耐震化対象施設名 施設能力 
事 業 内 容 

（耐震化工法） 

概算 

事業費 

(百万円) 

工期 備考 

出口汚水 

中継ポンプ場 

ポンプ場、圧送管、

流入管 
6.8m3/min 人孔耐震補強 5 R5  

北部調整槽 汚水調整槽 32,000 m3 耐震診断 70 R5 土木・建築 

藤本川ポンプ場 
ポンプ場、樋管、 

流入管 
1,230m3/min 

耐震診断 

耐震補強 
134 R4-R5 土木・建築 

安居川ポンプ場 
ポンプ場、樋管、 

流入管 
681m3/min 耐震補強 174 R4-R5 土木・建築 

溝谷川ポンプ場 
ポンプ場、樋管、 

流入管 
963m3/min 耐震補強 112 R4-R5 土木・建築 

犬田川ポンプ場 
ポンプ場、樋管、 

流入管 
349m3/min 

耐震診断 

耐震補強 
128 R4-R5 土木・建築 

黒田川ポンプ場 
ポンプ場、樋管、 

流入管 
3,580m3/min 

耐震診断 

耐震補強 
168 R4-R5 土木・建築 

北部ポンプ場 
ポンプ場、樋管、 

流入管 
2,258m3/min 耐震補強 170 R3-R4 土木・建築 

蹉跎ポンプ場 
ポンプ場、樋管、 

流入管 
2,070m3/min 

耐震診断 

耐震補強 
143 R4-R5 土木・建築 

計 9箇所  1,104  

備考 
１．耐震化対象施設名は「ポンプ井」「雨水滞水池」等と記入する。 
２ 施設能力は、施設ごとに単位を含めて記入する。 



 

 年次計画及び年割額 （百万円） 

工事内容 平 成 31 
年度 

令 和 ２ 
年度 

令 和 ３ 
年度 

令 和 ４ 
年度 

令 和 ５ 
年度 計 事業量 

管路 
施設 

調査診断 31         31 
簡易診断:1,546m 

詳細診断:1,237m 

管更生工法 
（設計）   17       17 729m 

管更生工法 
（工事）     114 88 88 290 729m 

可とう性継ぎ手工     15 8 8 31 28 箇所 

マンホール浮上対策        1 7 8 7 箇所 

簡易診断 
（優先度 code5～10）  18    18 157km 

ポンプ 
施設 

出口汚水中継ポンプ場 
場内マンホールの耐震補強         5 5 1 基 

北部調整槽 

耐震診断 
    70 70  

藤本川ポンプ場 

耐震診断、耐震補強 
   54 80 134  

安居川ポンプ場 

耐震補強 
   

50 

80 

14 

94 

64 

174 
 

溝谷川ポンプ場 

耐震補強 
   

― 

80 

50 

32 

50 

112 
 

犬田川ポンプ場 

耐震診断、耐震補強 
   48 80 128  

黒田川ポンプ場 

耐震診断、耐震補強 
   88 80 168  

北部ポンプ場 

耐震補強 
  35 135  170  

蹉跎ポンプ場 

耐震診断、耐震補強 
   63 80 143  

合計 31 35 164 645 624 1,499  

備考 
１ 調書に位置付けた施設について年割額（事業費）を記入する。 
２ 整備済のものは含めない。 
３ 事業量には事業毎に単位を記入する。 
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下水道総合地震対策計画のスケジュール（中長期含む） 実施済み 今回計画 将来計画

緊急 前計画
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033～

耐震診断 緊急地震整備計画で実施（H21)

耐震補強 概算事業費：5（百万円）※場内マンホール

ー
耐震診断

　　　　ー
概算事業費：70（百万円）

ー
耐震補強

耐震診断
概算事業費：250（百万円）
概算事業費：253（百万円）※R5年度まで
順次耐震化実施

耐震補強
概算事業費：515（百万円）
概算事業費：776（百万円）※R5年度まで
順次耐震化実施

耐震診断(管路調査)

下水道地震緊急 管更生工法(設計)

整備計画路線 管更生工法(工事)

可とう性継ぎ手工

マンホールの浮上対策

耐震診断(管路調査) 対象路線の調査・診断を実施(H27)

管更生工法(設計)
概算事業費：2（百万円）
（汚水：2（百万円））

管更生工法(工事)
概算事業費：18（百万円）
（汚水：18（百万円））

耐震化必要路線 管更生工法(工事)

耐震診断(管路調査)
概算事業費：9（百万円）
（汚水：1（百万円）雨水：8（百万円））

管更生工法(設計)

優先度code:2 管更生工法(工事)

可とう性継ぎ手工
概算事業費：7（百万円）
（汚水：1（百万円）雨水：6（百万円））

マンホールの浮上対策
概算事業費：2（百万円）
（汚水：1（百万円）雨水：1（百万円））

河川を横断する路線
（未耐震）

耐震診断(管路調査)
概算事業費：0.1（百万円）
（汚水：0.1（百万円）雨水：0（百万円））

優先度code:3 管更生工法(設計)

管更生工法(工事)

可とう性継ぎ手工
概算事業費：0.1（百万円）
（汚水：0.1（百万円）雨水：0（百万円））

マンホールの浮上対策
概算事業費：0.1（百万円）
（汚水：0.1（百万円）雨水：0（百万円））

防災拠点の排水を受け持つ路線
(未耐震）

耐震診断(管路調査)
概算事業費：22（百万円）
（汚水：22（百万円）雨水：0（百万円））

優先度code:4
管更生工法(設計)

管更生工法(工事)

可とう性継ぎ手工
概算事業費：24（百万円）
（汚水：24（百万円）雨水：0（百万円））

マンホールの浮上対策
概算事業費：6（百万円）
（汚水：6（百万円）雨水：0（百万円））

その他の路線 耐震診断(管路調査)
概算事業費：193（百万円）
（汚水：158（百万円）雨水：35（百万円））

管更生工法(設計)

管更生工法(工事)

可とう性継ぎ手工
概算事業費：626（百万円）
（汚水：481（百万円）雨水：145（百万円））

マンホールの浮上対策
概算事業費：55（百万円）
（汚水：45（百万円）雨水：10（百万円））

その他の路線
耐震診断(管路調査)

概算事業費：1,535（百万円）
（汚水：1,198（百万円）雨水：337（百万円））

優先度code:10
管更生工法(設計)

管更生工法(工事)

可とう性継ぎ手工
概算事業費：3,470（百万円）
（汚水：1,789（百万円）雨水：1,681（百万円））

マンホールの浮上対策
概算事業費：413（百万円）
（汚水：315（百万円）雨水：98（百万円））

水路 耐震診断

耐震補強

平成28年3月末策定

他部局で67基のマンホールトイレを設置済み

ー
北部調整槽

減災計画

防災訓練

マンホールトイレの整備

ポンプ施設

汚水中継ポンプ場

雨水ポンプ場

早急な復旧を行うための計画等の策定

応急復旧用資材備蓄、調達方法の検討

管路施設

総合的評価からリスクの高い路線
（優先度ランクⅠ）優先度code:1

H26 H27 H28 H29

概算事業費：36（百万円）
（汚水：4（百万円）雨水：32（百万円））

H24 H25

種別・項目

下水道地震対策緊急整備計画

概算事業費：1.0（百万円）
（汚水：1.0（百万円）雨水：0（百万円））

H30 R5 R6 R7

概算事業費：250（百万円）
（汚水：250（百万円）雨水：0（百万円））

R10 R11 R12 R13

優先度code:5～7

概算事業費：3,064（百万円）
（汚水：2,439（百万円）雨水：625（百万円））

情報開示

概算事業費：11,861（百万円）
（汚水：5,026（百万円）雨水：6,835（百万円））

ＢＣＰ策定

備考
短期 中期 長期

H31 R4 R8 R9

下水道総合地震対策計画 下水道総合地震対策計画

広域緊急交通路（車道部）
・軌道を横断している路線

(未耐震）

H21 H22 H23 R2 R3 R14 R15～

簡易診断

簡易診断 詳細診断

詳細診断

   



   

〇管路施設の耐震化

 ･処理分区：楠葉処理分区
 ･管径　　：φ500、φ700
 ･延長　　：110.69ｍ
 ･対策年次、内容
　　2020年度：設計
　　2021～2023年度：管きょ更生工法

〇施設の耐震化

 ･名称：北部調整槽
 ･対策年次、内容
　　2023年度：耐震診断

ー



〇雨水ポンプ場の耐震化

 ･名称：北部ポンプ場
 ･対策年次、内容
　　2020年度：耐震診断
　　2021年度：設計
　　2022年度：耐震工事

〇雨水ポンプ場の耐震化

 ･名称：黒田川ポンプ場
 ･対策年次、内容
　　2022年度：耐震診断
    2023年度：設計

〇雨水ポンプ場の耐震化

 ･名称：溝谷川ポンプ場
 ･対策年次、内容
　　2021年度：耐震診断
    2022年度：設計
　　2023年度：耐震工事

〇雨水ポンプ場の耐震化

 ･名称：安居川ポンプ場
 ･対策年次、内容
　　2021年度：耐震診断
　　2022年度：設計
　　2023年度：耐震工事

〇雨水ポンプ場の耐震化

 ･名称：犬田川ポンプ場
 ･対策年次、内容
　　2022年度：耐震診断
　　2023年度：設計

〇雨水ポンプ場の耐震化

 ･名称：蹉跎ポンプ場
 ･対策年次、内容
　　2022年度：耐震診断
　　2023年度：設計

―

ー

〇雨水ポンプ場の耐震化

 ･名称：藤本川ポンプ場
 ･対策年次、内容
　　2022年度：耐震診断
　　2023年度：設計

     

ー


